










































年 4 月、復職して、本件小学校に赴任した。Ｅは、本件小学校着任時の平成25年 4 月から、特別支
援学級の担任兼主任となり、平成26年 4 月から、Ｘの在籍するクラスを担任することとなった。Ｇ























Ｅは、平成24年 8 月 7 日から同年11月 4 日まで療養休暇を取得し、同月 5日から休職を開始した。






























































































































































































（ 2）	 中井美雄「不作為による不法行為」山田卓生編『新・現代損害賠償法講座 1総論』（1997年日本
評論社）106頁。
















（ 8）	 事案は異なるが、飯村敏明「最判昭和62年 2 月13日解説」判例タイムズ706号（1989年）120頁、
及びそこにあげられている参考文献参照。
（ 9）	 兼子仁『教育法（新版）』（1978年有斐閣）508–509頁（学校教師の児童・生徒に対する安全義務
は、「その専門的教育権に伴うべきもので、学校教育法28条 6 項〈現行37条10項〉『児童（生徒）の
教育をつかさどる』ことに含まれるかぎりのそれである」と述べられている。）参照。
